
国
土
交
通
省
は
職
員
の
減
少

に
対
し
て
、
業
務
の
ア
ウ
ト
ソ

ー
シ
ン
グ
や
事
務
所
・
出
張
所

係
長
の
空
き
ポ
ス
ト
へ
の
併
任

人
事
な
ど
、
そ
の
場
し
の
ぎ
の

対
応
し
か
行
っ
て
い
ま
せ
ん
。

そ
の
結
果
、
業
務
量
に
対
し
て

の
業
務
人
員
が
極
限
状
態
と
な

り
、
地
域
か
ら
の
要
請
や
要
望

に
は
応
え
ら
れ
な
い
ば
か
り

か
、
災
害
に
対
し
て
も
継
続
し

た
体
制
確
保
が
で
き
な
い
な

ど
、
こ
の
ま
ま
で
は
国
民
の
安

全
・
安
心
を
守
る
こ
と
は
で
き

ま
せ
ん
。

国
土
交
通
省
管
理
職
ユ
ニ

オ
ン
は
一
昨
年
に
「
増
員
元
年
」

と
名
打
っ
て
、
定
員
削
減
計
画

で
歯
止
め
が
き
か
な
い
大
幅
減

員
を
食
い
止
め
、
増
員
に
転
換

す
る
運
動
を
構
築
し
て
行
く
こ

と
を
大
会
で
確
認
し
ま
し
た
。

◆
国
家
公
務
員
の
定
員
削
減
計

画
は
１
９
６
７(

Ｓ
４
２)

年
か

ら
始
ま
り
、
１
２
次
に
わ
た
る

定
員
削
減
計
画
に
よ
り
、
６
０

１
，
９
９
３
人
の
定
員
削
減
が

行
わ
れ
、
削
減
率
は
６
７%

と

な
っ
て
い
ま
す
。

◆
旧
建
設
省
は
２
０
０
１(
Ｈ

１
３)

年
１
月
の
中
央
省
庁
再

編
ま
で
の
９
次
に
渡
る
定
員
削

減
で
、
３
５
，
７
１
９
人
か
ら

２
３
，
２
９
４
人
へ
１
２
，
４

２
５
人(

３
４
．
８
％)

が
削
減

さ
れ
ま
し
た
。

◆
１
９
８
１(

Ｓ
５
６)

年
の
第

二
臨
調
以
降
、
合
理
化
が
加
速

し
、
主
任
・
係
員
・
行
二
職
員

が
減
少
し
て
い
ま
す
。
ま
た
、

非
常
勤
職
員
・
委
託
労
働
者
が

増
加
し
近
畿
で
は
【
図
１
】
の

よ
う
に
１
９
８
６
年
か
ら
２
０

１
６
年
ま
で
の
３
０
年
間
で

３
．
４
倍
に
な
っ
て
い
ま
す
。

◆
職
員
数
は
、
【
図
２
】
の
よ

う
に
３
５
年
間
で
３
８
％
減
と

大
幅
に
削
減
さ
れ
て
い
ま
す
。

そ
の
内
訳
は
、
事
務
所
内
職
員

数
が
２
３
％
減
、
出
張
所
職
員

数
６
６
％
減
と
、
出
張
所
職
員

が
定
員
削
減
の
対
象
と
な
っ
て

い
た
こ
と
が
わ
か
り
ま
す
、
現

在
は

1

名
体
制(

出
張
所
長
の

み)

の
出
張
所
が
発
生
し
て
い

ま
す
。

◆
【
図
３
】
の
よ
う
に
管
理
職

員
等
は
３
５
年
間
で
４
７
％
増

え
、
一
般
職
員
は
８
１
％
減
と

係
員
が
定
員
削
減
の
対
象
と
な

っ
て
き
た
こ
と
が
わ
か
り
ま

す
。

◆
専
門
職
種
（
電
通
・
機
械
）

に
つ
い
て
は
、
専
門
電
気
通
信

課
や
機
械
課
が
廃
止
さ
れ
、
防

災
情
報
課
や
品
質
確
保
課
等
の

一
部
に
配
属
さ
れ
、
他
の
事
務

所
に
も
併
任
と
な
っ
て
い
ま

す
。
さ
ら
に
、
近
年
で
は
、
専

門
職
種
職
員
を
一
部
の
事
務
所

に
集
め
る
（
集
中
化
す
る
）
整

備
局
も
出
て
い
ま
す
。

◆
運
転
、
清
掃
、
寮
母
等
と
し

て
採
用
さ
れ
て
い
た
行
政
職

(

二)

職
員
は
、
３
５
年
間
で
ほ

ぼ
ゼ
ロ
に
近
づ
い
て
き
て
い
ま

す
。
現
在
清
掃
や
運
転
業
務
は
、

委
託
化
さ
れ
て
い
る
ほ
か
、
オ

ー
ナ
ー
運
転
に
移
行
す
る
こ
と

に
よ
り
、
職
員
へ
の
負
担
が
ま

す
ま
す
大
き
く
な
っ
て
い
ま
す
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国民に喜ばれ家族に誇れる仕事を
このままでは国民の安全・安心は守れない

責
任
の
持
て
る
組
織
と
増
員
を

国
土
交
通
省
、
特
に
地
方
整
備
局
の
定
員
は
、
１
２
次
に
及
ぶ
定
員
削
減
計
画
に
よ
り
、
他
府

省
に
類
を
見
な
い
大
幅
な
定
員
削
減
が
進
め
ら
れ
、
国
民
の
要
請
に
応
え
ら
れ
る
組
織
・
人
員
体

制
が
崩
壊
し
て
い
ま
す
。
今
号
で
は
、
定
員
削
減
の
実
態
と
今
後
の
増
員
の
可
能
性
、
私
た
ち
の

職
場
の
あ
る
べ
き
姿
に
つ
い
て
ま
と
め
ま
し
た
。
予
算
要
求
の
時
期
に
合
わ
せ
て
、
地
方
整
備
局

の
増
員
に
向
け
て
、
職
場
か
ら
の
「
職
員
を
増
や
せ
」
の
声
を
積
み
上
げ
て
い
く
た
め
に
、
職
場

討
議
の
た
め
の
資
料
と
し
て
ま
と
め
ま
し
た
。

組
織
・
増
員

職
場
討

議
資
料

定
員
削
減
計
画
の
変
遷

定
削
に
よ
る
地
整(

旧
建
設
省)

の

事
務
所
・
出
張
所
の
組
織
の
推
移

396 546 569
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394 446
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◆
２
０
１
３(

Ｈ
１
３)
年
中

央
省
庁
再
編
以
降
は
、
５
年
ご

と
に
５
～
１
０
％
の
削
減
目
標

が
決
め
ら
れ
、
国
土
交
通
省
、

特
に
旧
建
設
の
定
員
が
比
例
し

て
減
少
が
さ
れ
て
き
ま
し
た
。

ま
た
、
民
主
党
の
政
権
時
に
は
、

新
規
採
用
者
が
大
幅
に
減
ら
さ

れ
、
２
０
～
歳
前
半
の
職
員
が

極
端
に
少
な
く
将
来
へ
の
組
織

の
継
続
が
危
ぶ
ま
れ
る
状
況
も

出
て
き
て
い
ま
す
。
【
図
４
】

ア
ウ
ト
ソ
ー
シ
ン
グ
（
外
部
勢

力
）
の
実
態
と
問
題
点

◆
国
土
交
通
省
（
旧
建
設
省
）

は
、
職
員
の
減
少
を
ア
ウ
ト
ソ

ー
シ
ン
グ
に
よ
り
補
完
し
て
き

ま
し
た
が
以
下
の
問
題
点
が
あ

り
ま
す
。

◆
委
託
労
働
者
１
人
当
た
り
の

委
託
料
は
、
平
均
で
約
１
２
０

０
万
円
に
も
な
り
、
職
員
の
１

人
当
た
り
人
件
費
約
９
２
７
万

円
の
約
１
．
３
倍
に
相
当
し
、

莫
大
な
税
金
が
湯
水
の
よ
う
に

使
わ
れ
て
い
る
。

◆
委
託
労
働
者
は
説
明
や
資
料

作
成
は
で
き
て
も
、
許
可
の
可

否
な
ど
判
断
は
で
き
な
い
た

め
、
行
政
判
断
と
責
任
は
職
員

に
掛
か
っ
て
い
る
。

◆
外
注
化
で
出
張
所
、
事
務
所

の
職
員
が
削
減
さ
れ
、
災
害
時

や
緊
急
時
に
体
制
が
組
め
な
く

な
っ
て
い
る
。

◆
車
両
管
理
業
務
の
パ
ト
ロ
ー

ル
車
の
運
転
手
に
、
職
員
が
直

接
指
示
す
る
こ
と
が
で
き
ず
、

管
理
業
務
に
支
障
。

◆
行
政
能
力
が
継
承
さ
れ
ず
低

下
し
、
「
技
術
力
」
も
低
下
。

◆
「
派
遣
」
と
指
摘
さ
れ
て
も

し
か
た
な
い
業
務
形
態
。
な
ど

◆
国
民
の
真
の
安
全
・
安
心
の

た
め
に
、
真
の
防
災
・
技
術
・

行
政
官
庁
と
し
て
、
現
状
の
ア

ウ
ト
ソ
ー
シ
ン
グ
を
縮
小
し
て

事
務
所
と
出
張
所
職
員
の
増
員

が
必
要
と
考
え
て
い
ま
す
。

◆
自
然
災
害
な
ど
の
非
常
時
に

は
、
全
国
の
事
務
所
・
出
張
所

が
地
域
の
建
設
業
と
協
力
し
て

初
動
対
応
に
あ
た
る
た
め
増
員

と
機
能
強
化
が
求
め
ら
れ
ま

す
。

◆
橋
梁
な
ど
構
造
物
の
老
朽
化

へ
の
対
策
に
は
、
ノ
ウ
ハ
ウ
を

蓄
積
す
る
国
土
交
通
省
の
役
割

が
ま
す
ま
す
重
要
と
な
り
ま

す
。
そ
の
役
割
を
最
前
線
で
担

う
事
務
所
・
出
張
所
の
増
員
・

体
制
強
化
が
必
要
不
可
欠
で

す
。

◆
建
設
業
界
の
健
全
な
成
長
に

は
、
労
働
三
法
及
び
建
設
業
法

が
適
法
か
つ
適
正
に
運
用
さ

れ
、
建
設
労
働
者
の
生
活
改
善
、

適
正
な
元
下
契
約
の
締
結
、
官

民
癒
着
や
悪
質
・
不
良
業
者
に

つ
い
て
は
厳
格
に
対
処
し
て
い

く
仕
組
み
と
体
制
が
必
要
で
、

適
正
な
指
導
・
監
督
、
監
視
体

制
が
必
要
で
す
。

◆
横
浜
マ
ン
シ
ョ
ン
傾
斜
問
題

に
お
け
る
基
礎
く
い
の
施
工
管

理
体
制
・
デ
ー
タ
偽
装
問
題
や

落
橋
防
止
装
置
溶
接
不
良
問
題

な
ど
「
粗
雑
・
粗
漏
工
事
」
の

発
生
を
防
止
す
る
た
め
、
工
事

の
監
督
・
検
査
体
制
の
強
化
、

的
確
な
指
導
・
助
言
が
で
き
る

体
制
確
保
が
必
要
で
す
。

国
土
交
通
省
管
理
職
ユ
ニ
オ
ン

は
、
一
昨
年
を
「
増
員
元
年
」

と
す
る
こ
と
を
大
会
で
確
認

し
、
増
員
に
向
け
て
国
交
省
当

局
、
内
閣
人
事
局
、
人
事
院
な

ど
と
粘
り
強
く
交
渉
な
ど
を
続

け
て
き
た
結
果
、
次
の
こ
と
が

明
ら
か
に
な
っ
て
い
ま
す
。

＝
増
員
査
定
＝

◆
新
規
業
務
に
伴
う
増
員
。

◆
国
民
か
ら
見
て
必
要
と
思
わ

れ
る
事
業
に
、
定
削
数
の
内
か

ら
復
活
再
配
置
に
よ
る
増
員
。

◆
お
お
よ
そ
５
年
を
目
処
に
し

た
期
限
付
き
増
員
。

の
３
つ
を
基
本
に
査
定
さ
れ
て

い
ま
す
。

さ
ら
に

◆
国
交
省
全
体
の
定
員
削
減
数

の
ほ
と
ん
ど
を
地
方
整
備
局
で

負
担
し
て
い
る
が
、
削
減
率
は

国
土
交
通
省
全
体
の
も
の
、
各

部
局
に
つ
い
て
は
当
局
が
判
断

す
る
も
の
。

◆
こ
れ
ま
で
も
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク

や
大
規
模
災
害
に
よ
る
臨
時
増

員
が
、
認
め
ら
れ
て
い
る
。

◆
熊
本
地
震
な
ど
緊
急
に
対
応

す
べ
き
と
こ
ろ
が
あ
れ
ば
、
年

度
途
中
で
も
緊
急
増
員
と
い
う

形
で
最
近
は
柔
軟
に
対
応
し
て

い
る
。

ま
た
、
テ
ッ
ク
フ
ォ
ー
ス
に

つ
い
て
も

◆
国
民
に
増
員
が
ど
の
よ
う
な

効
果
を
生
む
か
の
説
明
が
必

要
。

◆
災
害
の
な
い
と
き
の
活
動
が

説
明
で
き
れ
ば
可
能
性
は
あ

る
。ま

た
、
人
事
院
も
今
年
の
白
書
で

「
本
府
省
と
比
べ
て
地
方
機
関
に
お

け
る
増
員
要
求
は
認
め
ら
れ
に
く
い

た
め
、
本
府
省
の
定
員
は
確
保
さ
れ

る
反
面
、
地
方
機
関
の
定
員
は
大
幅

に
減
少
し
て
き
て
い
る
。
行
政
事
務

の
遂
行
に
当
た
っ
て
は
業
務
量
に
見

合
っ
た
適
正
な
人
員
が
確
保
さ
れ
る

こ
と
が
基
本
で
あ
る
」
と
指
摘
し
て

い
ま
す
」

ま
さ
に
当
局
の
姿
勢
に
よ
っ

て
、
地
方
整
備
局
の
増
員
の
可

能
性
が
生
ま
れ
て
い
ま
す
。

職
場
か
ら
ユ
ニ
オ
ン
と
と
も

に
「
職
員
を
増
や
せ
」
の
声
を

上
げ
て
い
き
ま
し
ょ
う
。
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２７８号（3） 国交管ユニオンニュース ２０１６年７月２６日

入
札
契
約
の
実
態
と
問
題
点

◆
企
業
の
順
位
が
固
定
化

◆
発
注
者
・
受
注
者
も
多
大

な
労
力
・
費
用
・
時
間
を
消

費◆
緊
急
時
に
対
応
で
き
る
地

元
業
者
の
減
少

◆
手
続
き
に
要
す
る
時
間
が

工
事
期
間
の
減
少
に
直
結

◆
企
業
も
儲
け
が
あ
る
工
事

の
み
応
募
、
地
元
密
着
の
維

持
・
修
繕

◆
交
安
工
事
に
は
応
募
せ

ず
、
入
札
不
成
立
に
。

◆
希
望
型
指
名
競
争
を
基
本

に
資
料
の
大
幅
な
簡
略
化

を
！

◆
国
民
の
理
解
を
得
て
随
意

契
約
も

◆
地
元
に
根
付
い
た
生
活
関

連
工
事
は
、
地
元
の
企
業
に

◆
入
札
不
調
は
、
国
民
の
生

活
不
利
益
に
直
結
。
よ
り
良

い
制
度
確
立
を

工
事
発
注
と
予
算
消
化
の
問

題
点

◆
地
元
と
の
合
意
形
成
を
行

い
、
工
事
実
施
期
間
に
見
合
う

予
算
要
求

◆
適
切
で
計
画
的
な
工
区
・
工

期
を
設
定

◆
関
係
機
関
・
事
業
者
間
調
整

も
事
前
に
終
了

◆
責
任
持
て
る
体
制
で
工
事
を

実
施
し
、
国
民
の
期
待
に
応
え

ら
れ
る
品
質
の
確
保
を
！

施
工
・
品
質
・
検
査
の
実
態
と

問
題
点

◆
施
工
プ
ロ
セ
ス
検
査
試
行
に

お
い
て
、
大
手
で
も
不
具
合
が

多
発

◆
国
民
の
命
と
財
産
を
守
る
社

会
資
本
は
、
行
政
の
手
で
責
任

を
！

◆
そ
の
た
め
に
は
、
監
督
や
検

査
の
プ
ロ
職
員
育
成
を
、
そ
し

て
、
監
督
・
検
査
責
任
の
明
確

化
と
書
面
の
簡
略
化

維
持
管
理
の
実
態
と
問
題
点

Ｔ
Ｅ
Ｃ
－
Ｆ
Ｏ
Ｒ
Ｃ
Ｅ
の

実
態
と
問
題
点

専
門
職
種
の
実
態
と
問
題
点

国
土
地
理
院
の
実
態
と
問
題
点

今ならまだ間に合う

職場環境の改善と働くルールの確立を
職
場
の
実
態
と
問
題
点

財
界
の
究
極
の
目
的
で
あ
る
「
道
州
制
」
や
「
地
方
分
権
」
の
声
は
、
３
．
１
１
東
日
本

大
震
災
や
そ
の
後
数
多
く
発
生
し
て
い
る
大
災
害
で
、
自
ら
も
被
災
し
な
が
ら
も
災
害
の
復
旧

・
復
興
の
先
頭
に
立
つ
国
交
省
の
地
方
整
備
局
の
働
き
は
、
多
く
の
国
民
や
マ
ス
コ
ミ
に
直
轄

事
業
の
重
要
性
と
地
方
整
備
局
の
果
た
す
役
割
を
再
認
識
さ
せ
、
財
界
の
動
き
も
な
り
を
潜
め

て
い
ま
す
。

し
か
し
、
こ
う
し
た
災
害
復
旧
・
復
興
の
先
頭
に
立
つ
地
方
整
備
局
の
内
部
は
大
幅
な
定
員

削
減
と
相
ま
っ
て
、
職
場
に
多
く
の
業
務
上
の
問
題
を
抱
え
て
い
ま
す
。

職
場
の
実
態
と
問
題
点
、
そ
し
て
、
ユ
ニ
オ
ン
の
考
え
を
ま
と
め
ま
し
た
。
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◆
職
員
は
５
年
間
で
１
０
％
削

減
、
そ
の
結
果
、
こ
れ
ま
で
の

人
材
育
成
法
が
定
削
で
崩
壊
、

今
後
ど
の
よ
う
な
組
織
体
制
や

人
材
育
成
を
し
て
い
く
の
か
不

明
、
災
害
時
に
は
少
な
い
職
員

が
不
眠
不
休
で
対
応
、
地
理
院

を
ど
う
し
て
い
く
の
か
？

◆
全
て
の
面
で
議
論
が
必
要
、

国
土
地
理
院
は
今
、
岐
路
に
立

っ
て
い
る

前
回
の
「
管
理
職
ア
ン
ケ
ー

ト
」
で
は
、
管
理
職
員
等
と
し

て
見
直
し
た
い
業
務
は

①
過
度
な
説
明
資
料
の
作
成

②
入
契
関
係

③
調
査
も
の

④
エ
ラ
イ
人
の
思
い
つ
き
業
務

が
あ
げ
ら
れ
、

◆
健
康
状
態
に
不
安
６
５
％

（
内
仕
事
が
原
因
５
５
％
）

◆
年
休
が
希
望
通
り
取
れ
な
い

３
０
％

◆
１
年
間
で
５
回
以
上
の
休
日

出
勤
６
０
％

◆
メ
ン
タ
ル
で
悩
み
あ
り
６
７

％
（

内
仕
事
２
５
％
）

◆
パ
ワ
ハ
ラ
を
受
け
た
経
験
あ

り
３
１
％

等
の
回
答
が
寄
せ
ら
れ
て
い

ま
す
。
ま
さ
に
、
増
え
る
仕
事

と
減
る
人
員
の
影
響
が
如
実
に

表
れ
て
い
ま
す
。

処
遇
面
で
は
、

◆
６
級
職
員
の
１
．
５
％
カ
ッ

ト
（
Ｈ
２
２
年
）

◆
一
律
７
．
７
７
％
程
度
の
給

与
カ
ッ
ト
（
Ｈ
２
４
年
）

◆
昇
格
対
応
号
俸
の
改
悪
（
Ｈ

２
５
年
）

◆
退
職
金
の
支
給
月
数
改
悪

（
Ｈ
２
５
年
）

◆
５
５
歳
で
昇
給
停
止
（
Ｈ
２

６
年
）

等
５
５
歳
超
え
職
員
へ
の
攻
撃

を
全
面
的
に
受
け
て
い
ま
す
。

ユ
ニ
オ
ン
と
し
て
は
、

処
遇
面
で
は
、

５
５
歳
超
え
職
員
へ
の
攻
撃
を

直
ち
に
中
止
す
る
と
同
時
に
実

損
回
復
を
要
求
し
て
い
ま
す
。

健
康
管
理
面
で
は

◆
時
間
外
勤
務
の
週
・
月
時
間

を
厳
守
さ
せ
る

◆
休
祭
日
の
緊
急
時
以
外
の
メ

ー
ル
は
し
な
い

◆
休
祭
日
の
イ
ベ
ン
ト
出
席
は

必
要
最
小
限
に
縮
小

を
要
求
し
て
い
ま
す
。

ま
た
、
す
る
と
同
時
に
、

◆
超
勤
の
正
確
な
実
態
報
告
と

管
理
職
特
勤
の
原
則
支
給
を
！

◆
災
害
時
の
超
勤
実
態
を
把
握

し
健
康
管
理
を
強
化
さ
せ
管
理

職
特
別
勤
務
手
当
の
支
給
と
深

夜
手
当
な
ど
の
創
設
を
要
求
し

て
い
く

職
場
か
ら
の
パ
ワ
ハ
ラ
の
一

層

今
、
公
共
事
業
に
求
め
ら
れ
て

い
る
も
の

あ
る
べ
き
予
算
要
求
と
予
算
執

行
の
実
現

◆
本
省
割
り
振
り
で
な
く
国
民

合
意
の
予
算
要
求
を
、

そ
し
て
安
心
安
全
の
た
め
の
予

算
確
保
し
、
無
駄
の
な
い
執
行

を
！

◆
押
し
つ
け
・
実
現
不
能
・
名

ば
か
り
の
大
プ
ロ
予
算
な
ど
要

求
し
な
い
た
め
の
自
覚
と
世
論

構
築

◆
管
理
瑕
疵
に
つ
な
が
る
施
設

の
補
修
は
計
画
的
予
算
要
求
を

◆
国
民
合
意
無
視
の
発
注
や
過

密
労
働
回
避
の
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

◆
予
算
の
無
駄
な
使
い
切
り
や

未
済
で
な
く
、
不
用
額
返
納
を

入
札
契
約
制
度
の
手
続
き
の
見

直
し

◆
腐
敗
を
断
ち
切
り
、
簡
易
で

公
平
・
競
争
性
が
あ
る
制
度
の

追
求
を
！
中
小
企
業
つ
ぶ
し
は

緊
急
対
応
で
き
る
業
者
つ
ぶ
し

で
も
あ
る
。

設
計
業
務
の
審
査
や
監
督
業
務

に
重
点
を

◆
景
気
対
策
の
早
期
発
注
の
た

め
、
設
計
審
査
・
協
議
な
ど
を

無
視
し
た
発
注
で
中
止
・
手
戻

り
が
常
態
化
し
現
場
は
混
乱
、

結
局
時
間
と
予
算
が
無
駄
に
な

っ
て
い
る
。

◆
設
計
業
務
審
査
に
重
点
を
置

き
、
良
質
な
社
会
資
本
構
築
の

た
め
、
大
幅
増
員
と
再
任
用
者

の
活
用
し
、
行
政
と
し
て
責
任

を
持
つ
体
制
を

健
全
な
公
共
事
業
の
遂
行
に
つ

い
て

【
公
共
事
業
の
一
翼
を
担
う
建

設
業
者
・
建
設
労
働
者
の
処
遇

改
善
】

◆
生
公
連
・
建
設
政
策
研
究
所

等
に
結
集
し
、
一
致
で
き
る
要

求
か
ら
具
体
的
取
組
み
を
行
う

最
後
に

管
理
職
員
と
し
て
の
業
務
の
実
態
と
問
題

今
後
の
運
動
に
つ
い
て

第１０回管理職員等アンケートにご協力を
国土交通省に働く多くの管理職員は、仕事と処

遇や将来の生活についての不満や不安と要求を持
ちながらも、管理職員だからということで物申す
ことも出来ずにひたすら耐えざるを得ないという
実態が長く続いてきました。

私たちは、こうした管理職員の想いや悩みをア
ンケートで把握して、これを基に要求としてまと
め、国土交通省、人事院、内閣人事局に要求書を
提出し、これまでに「定年退職者の退職前の６級
昇格」「事務所課長・出張所長５級定数の大幅増」

「管理職経験のある再任用者の４級・５級昇格」「管
理職特別勤務手当（休祭日勤務・平日の深夜に勤
務したもの）の支給」など要求を前進させてきて
います。

アンケートの数は、大きな職場世論となり
要求解決の力となります。

管理職員等の皆さんのご協力を、
ぜひお願いいたします。


